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電⼦マニフェスト

関係者が多い
促進が直接事業改善につながる

個⼈的⼼情



環境省様への提⾔

電⼦マニフェストの
「全関係者の加⼊」撤廃

のきっかけづくり



電⼦マニフェストは
普及したほうがいいのか

⼤前提としての疑問

⼤前提としての疑問 電⼦マニフェストは普及したほうがいいのか？

2020年1⽉電⼦マニフェスト導⼊に伴う事務負担軽減効果に関する調査結果
https://www.jwnet.or.jp/uploads/media/2020/02/R01manifest_chousa_3.pdf

処理業者の事務コストは削減可能
(⼈件費、郵送費、保管費⽤)

社会的なコストも削減できそう。
(不要な郵送、CO2排出等)

+

平成28年東⽇本ブロック発表会資料より



⼤前提としての疑問 電⼦マニフェストは普及したほうがいいのか？

全国産業資源循環連合会HPより
https://www.zensanpairen.or.jp/disposal/manifest/

コンプライアンス的にも
推進すべき

電⼦マニフェストは
普及すればするほど

処理業者・社会・コンプライアンス
にとって良い効果がある

⼤前提としての疑問
に対する回答



100%普及まではもうちょっとある・・・
(70%でもすごい！)

2021年12⽉

70%達成

https://www.jwnet.or.jp/jwnet/about/regist/index.html

排出者

収集運搬業者

処分業者

⾏政

各種協会

電⼦マニフェスト普及の際の関係者のメリットデメリット

⾼頻度 低頻度

︓メリットの⽅が⼤きい⼈ ︓デメリットの⽅が⼤きい⼈



排出者

収集運搬業者

処分業者

⾏政

各種協会

電⼦マニフェスト普及の際の関係者のメリットデメリット

⾼頻度 低頻度

︓デメリットの⽅が⼤きい⼈
個別の⼿間が発⽣
個別の費⽤が発⽣

電⼦マニフェストのメリットを感じない
紙マニフェストで別に不便ではない

マニフェストの電⼦化がすべての
利⽤者の課題解決に繋がっていない

収⼊減が減る

では、
「電⼦マニフェスト導⼊によりメリットがあるユーザー特化型」

の仕組みにしてしまえばいいのでは！



電⼦マニフェスト加⼊電⼦マニフェスト加⼊

排出者 収運業者 処分業者現⾏

電⼦マニフェスト新スキーム 案（運⽤⾯）

電⼦マニフェスト加⼊

提⾔ 排出者 収運業者 処分業者

誰かが加⼊していればOK

電⼦マニフェスト加⼊電⼦マニフェスト加⼊

排出者 収運業者 処分業者現⾏

電⼦マニフェスト新スキーム 案（運⽤⾯）

電⼦マニフェスト加⼊

電⼦マニフェスト加⼊



電⼦マニフェスト加⼊

少頻度
排出者 収運業者 処分業者

⾃社の電⼦マニフェスト加⼊権で排出者情報を⼊⼒･仮登録し、
排出者へ通知。その後排出者は本登録を⾏う。
※想定では電⼦契約のようなメール通知や、タブレット端末での承認作業
※「排出者責任」については現⾏の考え⽅と同⼀

例えば･･･

電⼦マニフェスト新スキーム案(排出事業者⽀援の枠組みを活⽤)



電⼦マニフェストを利⽤している処理業者が、
⾃⾝が利⽤しているサービスの利⽤権を使い
電⼦マニフェストを利⽤していない
排出者等の電⼦マニフェスト作成のサポートを⾏う

排出者

収集運搬業者

処分業者

⾏政

各種協会

電⼦マニフェスト普及の際の関係者のメリットデメリット

⾼頻度 低頻度

：デメリットの⽅が⼤きい⼈



年間マニフェスト
登録件数

3,500
万件

紙利⽤

1,500
万件

汚泥
44.5%

がれき
15.6%

建廃マニフェスト=234万枚
1500万枚×15.6%

建設業 20% 建廃マニ1500万枚×44.5%×20%=133万枚

建廃マニフェスト
367万枚

@25=91,750千円(税込)

普通マニフェスト
1,133万枚

@25=283,250千円(税込)

1,500万枚 普通1,133万枚

建廃 367万枚

※ただし･･･

375,000千円

電⼦マニフェスト新スキーム案（⾦銭⾯）

基本料⾦︓13,200円

A料⾦︓26,400円
B料⾦︓13,200円

+

新プラン165,000円

+

新プラン165,000円

付加価値(機能拡充)としての価格



現⾏の料⾦ 現⾏の料⾦

新プランの料⾦ 396,000千円
収運業者が10%
処分業者が30%
新プランに移⾏している
という前提条件に基づく

電⼦マニフェスト新スキーム案（⾦銭⾯）

電⼦マニフェスト新スキーム案
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電⼦マニフェスト促進事業の
回数等に⽐例して事業費を⽀払う



新スキームに関する疑問

処理業者の皆さんは
どう思っているんだろうか︖

41の産廃処理事業者にアンケート実施

電⼦マニフェスト普及率



電⼦マニフェスト普及を阻害する仕組みの問題点は何だと感じますか？

排出者-収運業者-処分業者全員が
加⼊しないと使えない点

⼩さな排出者にはメリットがない

少量・短期契約先が乗り気ではない

マニフェスト⾃体に
排出者が能動的ではない

PCが苦⼿な⽅にとってはシステムが難しい

排出者-収運業者-処分業者全員が加⼊しないと使えない点

「⾃社さえ加⼊していれば電⼦マニフェストが利⽤できる」仕組みがある
場合、⾃社の電⼦マニフェスト利⽤率は上がると思いますか？

75%の⽅々が
ポジティブな意⾒



90%の⽅々が
ポジティブな意⾒

上記の仕組みが構築される場合、それに伴って
基本料⾦(毎年固定でかかる料⾦)が上がることにどう思われますか？

ただし、
165,000円とはアンケートの中で伝えていません(汗)

「新スキームに関する疑問」への回答

処理業者の皆さんは
どう思っているんだろうか︖

悪くない︕



まとめ

１.電⼦マニフェスト普及の障害は
「全員加⼊が必須になっている」点。
利⽤にメリットを感じない⼈も加⼊が義務付けられている

２.「⾃社が加⼊していれば電⼦マニフェストが使える」
仕組みを導⼊することで利⽤促進の向上が図れる

３.新プランで得た追加収⼊を利⽤することで、
各種協会との調和もとれ推進が加速する。

環境省様への提⾔

電⼦マニフェストの
「全関係者の加⼊」撤廃

のきっかけづくり



以上です
ご清聴ありがとうございました。


